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 In Myanmar, 120 years of British colonial rule followed by over 50 years of socialist and military 

government left educational development almost untouched. With the establishment of democratic 

government in 2016, educational development was given top-priority on the national agenda. However, 

for the 135 ethnic monitories estimated to constitute 30 percent of the population, educational 

development has been notably slow for two reasons: ethnic culture and language and armed conflict 

with the Myanmar Army, which ended only recently.  

 For ethnic minorities to achieve self-sustainable, intrinsic development without losing their ethnic 

identity, what kind of approach should international cooperation NGOs adopt in supporting educational 

development? 

 In the Pao-inhabited area of South Shan State, international cooperation organizations have 

promoted educational development through the “school committee approach.” Since this was approach 

developed from the pre-existing village committee organization, it has the potential to draw out 

communal strength.

 This article describes the “school committee approach” with the aim of demonstrating its 

effectiveness in promoting educational and communal development while also maintaining ethnic 

identity in Pao community.
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はじめに
　国際協力における「教育支援」は、第二次大
戦後の 1960年代に植民地支配の独立国家建設
の努力の中で、教育が社会の近代化のために不
可欠という認識が生まれ、宗主国を中心とした
先進国からの教育支援が開始されたのがきっか
けである。
　ミャンマーにおいては、120年に亘る英国の
植民地時代を経てさらに 50年以上に亘る社会
主義、軍事政権の時代が続いた影響で、教育が
長い間疎かにされてきた。2016年に本格的な
文民政権になり、教育開発は最も急務とされる
国家の重要課題である。特に国民の 30％を占
める 135と言われる少数民族は、それぞれの文
化と民族語を持ち、近年に至るまで中央政府軍
との武力対立もあり、特に教育開発が遅れてい
る。民主化に伴い政府は教育改革を推進してい
るが予算も人材も不足しており、国際協力に期
待が持たれている。しかし、国際協力をドナー
主導の学校舎建設などのインフラ供与中心に
行っていくことは、それぞれの民族の文化や慣
習などのアイデンティティを損なう可能性があ
る。
　では、少数民族コミュニティーが民族アイデ
ンティティを損なわずに、自律発展して行くた
めに、国際協力 NGOの支援のアプローチはい
かにあるべきだろうか。
　南シャン州に住むパオ族の地域では国際協力
団体の協力を得て、従来から村落にある委員会
組織（Committee）の特性を活かした「スクール・
コミッティ・アプローチ」の手法で、地域の力
を引き出す教育開発を行っている。
　本稿ではこのアプローチを解説し、この手法
がミャンマーにおいて民族のアイデンティティ
を保ちつつ教育と地域の開発をすることに有効
であるかを、パオ族の求める下記の 2点の視点
から検証する。

　1： 変化する社会の中における、パオ族の「ア
イデンティティを失わない村落の開発」

　2： パオ族の立ち遅れている「教育問題」の

解決
　尚、本稿は同題名の修士論文 91､000字を
20,000字に要約したものである。

１．国際社会における教育支援の概観
１．１　国際社会の動き
　より豊かで安全な 21世紀の国際社会の目標
として 2000年に国連本部で採択された「ミ
レニアム開発目標（Millennium Development 

Goals: MDGs）」では、8つの目標の中で、1番
目を「貧困の削減」とし、2番目に「普遍的な
初等教育の普及」が挙げられた。その成果と
して 2015年の MDGsの成果を評価する報告書
によれば、1990年以降 2億人以上が飢餓から
抜け出すことができ、MDGsはこれを歴史上で
もっとも成功した貧困削減の取り組みであった
とした。教育の普及においては、開発地域にお
ける小学校の純就学率が、2000年の 83%から
2015年には 91%までに達した。しかし、最貧
困層家庭の子どもは最富裕層家庭の子どもに比
べ、4倍の確率で学校に通っていない、という
格差の現実も現れた。（国連ミレニアム開発目
標報告 2015　MDGs達成に対する最終評価）

１．２　�教育支援における「地域開発」と「参
加型」

　途上国にとって目の前の経済発展を第一義に
重要視すれば、教育開発はその後の課題とされ
る傾向が大きい。学校舎の建設などのインフラ、
奨学金などの提供に関しては、支援協力を行う
諸外国の ODA、国際機関、NGOも多数存在す
るため、依存する傾向も見られる。
　しかし、地域開発の視点のない教育支援は、
次のような新しい課題を生む可能性がある。
・民族文化や母語の喪失
・格差の拡大とコミュニティーの分断
・ 外部からの資本による物質文明や拝金主義へ
の偏重
・自律概念の喪失から依存体質への傾斜

　したがって地域開発の視点を教育支援に持ち
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込むことが必要になる。「国際協力」を実施す
るに当たっては、教育支援に特化するだけでな
く、地域開発や村落全体の自律を促す人間開発
の意味合いを持つことも必要となる。
　社会開発援助の議論の中で「参加型開発 1」
という言葉が 1970年代からしばしば使われ始
めた。これは従来、政府・援助機関による一方
的な支援が、地域住民のインセンティブを奪い
スポイルを生むことにつながったのではないか
という反省から生まれ、チェンバース 2を中心
に各種の議論が行われてきた。ここから「参加
型開発」の理論は、経済成長から人間・社会開
発へのパラダイム・シフトとして捉えられるよ
うになった。
　このように社会開発だけでなく教育支援にお
いても、村全体を巻込み地域全体の開発の視点
を持つ「参加型」であることが望ましいと考え
られる。

２．ミャンマーの概要と教育の方針
２．１　ミャンマーの概要
　ミャンマー連邦共和国（Union of Myanmar）
（以下ミャンマー）は、国土面積が日本の 1.8

倍に相当する 67.7万平方キロ、インド、バン
グラディッシュ、中国、ラオス、タイの 5か国
と国境を接する ASEAN3加盟国である。
　政府によると国民は 135民族で構成され、多
数派のビルマ族 70%とその他の少数民族であ
るシャン族 9%、カレン族 7%、ラカイン族 3.5%、
などの民族となる。
　地方行政区分は 7つの州と 7つの管区（地方
域）の 14地域に分かれ、管区には主にビルマ族、
州には主に少数民族が居住する。ミャンマー人
口省の発表で、2014年の国勢調査による人口
は 5141万人である。国民の 90％が仏教徒 4で
ある。
　GDP5は 63,135ドル（2014年 IMF統計）で
日本（4,602,367ドル）の 73分の 1と低く、国
連による世界最貧国の一つとされている。また、
人間開発指数 6も 0.524と低く世界 187カ国の
中で 150位に位置しており、ミャンマーにとっ

て貧困は最も大きな問題といえる。
　成人識字率は約 93％で周辺諸国に比べて高
く、ミャンマー全国に普及している寺子屋にお
ける識字教育によるものとされている。しかし、
州、管区別の識字率は、東シャン州の 55.90％
からエヤワディ管区の 99.76％と大きな開き
があり、中央部と遠隔地の格差が顕著である。
（MOE Report on the Implementation of Literacy 

Activities in 2012）

２．２　民政移管後の中央政府の教育方針
　教育に関しては、軍事政権時代に長期間に渡
る断続的な大学の閉鎖などが行われ、著しく疎
かにされてきた。2016年現在、制度としての
義務教育はまだないが、教育省が管轄し実際に
行われている学校教育は、5月末日に 5歳を迎
えた子どもがトゥゲーダン（0年生）として入
学する。5年間の小学校課程、4年間の中学校
課程、2年間の高校課程の合計 11年間で、高
校卒業時に 16歳である。義務教育がないため
学校は、政府の作った学校、町村立で政府の認
定を受けた学校と無認定校に分かれ、遠隔地の
州ほど無認定校の割合が高くなる。
　10年生の修了試験は大学入学試験を兼ねて
セーダン試験と呼ばれ、毎年 3月に全国一斉に
実施される。その結果で大学入学の可否が決ま
るだけではなく、希望学部まで左右する最も重
要な試験となる。

２．３　教育における大きな格差
　教育の現状は、ビルマ族の住む管区と少数民
族の住む州で大きな格差がある。管区にある大
きな町にはコンクリート建ての中学高校がある
が、遠隔地域の農村部山岳部では、村人が竹で
建てた粗末な校舎の小学校のみである。進学の
ためには中学高校のある大きな村へ遠距離の徒
歩通学や、学校のある村の民家に寄宿が余儀な
くされる。大きな町の僧院学園 7に寄宿する生
徒もいるが、寄宿生活は厳しい仏教修行も兼ね
るので退学率が高い。
　ミャンマー全州・管区の教師数と生徒数を見
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ると小学校 1校あたりの教師数は、管区でヤ
ンゴン管区 8.3人、マンダレー管区 6.3人であ
る。それに対してカヤー州 3.7人、チン州 3.1

人、シャン州 4人と州では全国平均の 5.2人を
大きく下回っている。また高校まで進学でき
た生徒数は、管区で 50万人いるのに対し州で
は 15万人であり、少数民族の州では教育にお
ける様々な面での不公平が生まれている事がわ

かる。（Statistical Yearbook　The Government 

of the republic of the Myanmar 2011 Ministry of 

national planning and economic development）
　ミャンマーにおける、将来の少数民族の存続
と繁栄を考えれば、この教育格差を改善してい
くことは重要な課題である。しかし資金力やイ
ンフラなど多くの理由で早期に解決できる可能
性は低い。ここに国際協力の必要性が出てくる。

　　　　表 1　小学校の学年別退学率

ミャンマー小学校退学率 ミャンマーの学年別
小学校退学率

卒業
48%

G0 14%

G1 5%

G2 5%

G3 6%

G4 22%

G0 5才 14％

G1 6才 5%

G2 7才 5%

G3 8才 6% 

G4 9才 22%

ミャンマー政府教育省　多角的教育研究報告書　No.1　2013から筆者作成　　　

３．少数民族パオの概要と教育
３．１　パオの歴史と社会
　シャン州は、ミャンマー北東部に位置し、国
全体の約四分の一を占める 15万平方 kmの面
積に 30以上の民族が居住する少数民族州であ
る。このシャン州
に住むパオ族は、
ミャンマーの 135

と言われる少数民
族のうちの 1つ、
カレン族のサブ
グループであり、
総人口 75 ～ 100

万人未満である。
1991年中央政府
と和平条約を結
び、南シャン州に

ホポン、ピンラウン、シーセンの 3つの自治区
を認められている。90%以上が米、野菜など
の農を営んでいる。99%が仏教徒であり、村
の社会は仏教の暦と祭礼で寺を中心に回ってい
る。（資料 PNO提供）
　民族衣装は男女とも濃紺あるいは黒のウール
サージの上下で、頭にタオル地などのカラフル
なターバンを巻いているところが際立って特徴
的である。

３．２　パオ社会の特徴
　パオの村落では 95%以上が農家であり、そ
れ以外は仲買、大工などである。自給自足の米・
野菜などの育成のほかに、比較的大きな村にあ
る 8日市のような市場に出荷をする。ニンニ
ク、ジャガイモ、茶、タバコの葉など町や都市
向けの出荷作物も作るが、近年中国からの廉価図１　パオ族の民族衣装
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な輸入品が台頭し、また年々問題となってきた
気候変動の影響で不作の年が続くことも多い。
農業技術が発達していないので、天候に合わせ
た品種改良などもあまり行われていない。年収
は一軒当たり 3～ 5万円で出稼ぎに頼る家庭も
多く、人口の 30%以上が出稼ぎに出ている村
もある。出稼ぎ先は主に州と国境を接する隣国
のタイ北部であり、合法的な出国ではない場合
が多い。タイ国内では、安い労働力として非合
法的に歓迎されており、農薬を多く使うプラン
テーションや建設現場など過酷な仕事に就く場
合が多い。
　一方、長い間軍事政権の圧政に耐えてきた少
数民族の村は、道路、水道、学校などのイン
フラの整備を、政府に頼らず自分たちでやって
きた歴史があり、また軍の労働奉仕（ロウアッ
ペー）に駆りだされた経験も多くあるため、共
同作業にも慣れていて極めて自律型の社会基盤
を持つ民族であり、国際協力における「参加型」
開発に適する。
　また、パオ族はパオ民族機構（Pa-O National 

Organization以下 PNO）が強いリーダーシップ
を取る自治政府と 700人規模の自衛軍を持ち、
きめ細かい統治が行われている。

３．３　パオ地域の教育の現状と課題 
3.3.（1）学校の現状
　1991年以前は政府軍やシャン軍との内戦が
続き、パオの村人に子ども達の教育の意識は少
なかった。竹の小屋の学校のあるところでは、
校舎が焼き討ちの対象になる事もあったため、
子どもたちの安全確保のためにマンダレーやヤ

ンゴンの寺や全寮制の僧院学園に子どもたちを
送るケースも多数見られた。1991年、中央政
府と和平協定を結ぶと平和が訪れ、それぞれの
村ではまず道路、水の確保などのインフラ整備
を行った。
　さらに PNOは、教育を受ければより社会性
のある人材が育つ、民族の将来のためには人材
の育成が必要と考え、各村に小学校を建てるこ
とを要請し、中央政府の認可は受けられないが
竹や木造の小さな村営の学校舎を自力で建てる
村が出てきた。竹などの木材や砂などを地域内
で調達し、資金は村人の作物の供託の中から何
年もかかり資金を貯めて調達してきた。
　また、村落は広い地域に散在しているので、
学校のない村の子どもは他村への長距離の通学
を強いられるため退学率が高い。そのため学校
がある村には、他村の生徒のための寮も必要で
ある。
　村の学校の教育の質を上げるためには、政府
の認定校となり、教師の派遣や教科書の無料配
布を受ける必要がある。そのためには、村自身
で認定校の資格基準を満たす学校舎を建設しな
ければならない。
　（表 2）にある資格条件を整え、コンクリー
ト製で教室が 5つある校舎を村が建設すれば、
政府の認定校としての認可を得ることができ
る。認定校になれば、教育大学を出た資格を持っ
た教師が 3～ 5人派遣されてくる。
　しかし、村の予算で大きな校舎を建てるのは、
収穫物の供託などで積立を行っても長年かかる
ため難しい。このため、INGO8の協力を得れば
建設が可能になる。
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表 2　中央政府の認定校になる資格条件

条　件

1
生徒の人数が下記を満たすこと
　　　　　　　小学校　50人　中学校（小学校を含む）150人
　　　　　　　高校（小中学校を含む）250人　以上がいること

2
土地法 105　による広さの土地を、村が所有していること
　　　　　　　小学校　3エーカー　　中学校（小学校を含む）5エーカー
　　　　　　　高校（小中学校を含む）7エーカー　

3

学校舎と什器を村が下記の条件に満たして用意すること
　　　　　　　堅固な学校舎の建物（コンクリート、ブロック）
　　　　　　　机、椅子、黒板などの生徒のための家具・什器
　　　　　　　先生のための住居、教育に必要な什器
　　　　　　　トイレ、校庭、植栽、水タンク

4 PTAと学校評議会の設立

5 安全と通学路の確保

6 村落協議会と郡の許可証

7 郡・地方・州の教育委員会への登録

資料提供　PNOより筆者作成

3.3.（2）パオ地域の教育の問題点
　PNOの指導によりパオ族地域では、1村
（village）に 1つの小学校、1つの村落群（village 

track）に 1つの中学、町（town）に 1つの高
校の設置を目指している。PNOの徹底した指
導により、学齢期の子どもたちは、90%以上
が 5歳で小学校に入学する。現在、小学校は
90%の村にあるが、木造の古い校舎や竹づく
りの小屋の校舎などもあり、また 5学年が一つ
の教室で学ぶなどの複式教室も多く、十分な教
育がなされているとはいえない。　
　中学進学率はシャン州首都のタウンジー周辺
では 80%だが、遠隔地域の村には中学校がな
く進学率も 50%を大きく下回る村が多い。ま
た、中学に進学したとしても、遠距離の通学に
交通費や寄宿のための費用など負担が大きく中
途退学者が多い。
　村で建てた竹製の学校は、政府の認定を受け
ていないので村が教師を探さなくてはならず、
教師の資格のない村の中学卒業程度の女子が教
鞭をとることが多い。この代用教員の給与は村
が負担するため大変に安く、村人からの野菜や
米や油などの現物支給がほとんどである。教職

に当たる女子は職に就くという意識よりも、善
行を行い仏に喜捨する気持ちで子ども達に教え
ている。このような事情のため教育の内容は公
教育を行っている都会の学校に比べて格段に低
く、授業の内容は教科書を読み上げるだけの一
方的な教育であり、中央政府の推進する 6科目
9を教えることは難しい。
　このように、ミャンマー少数民族地域である
辺境地の教育事情は、まだまだ困難な状況が多
く、どこの地域も同じ課題を抱えている。
　課題の主な項目は以下のようになる。
①  学校舎の不足、老朽化、教室の不足
②  教師の不足、資格のない教師など質の問題
③  民族出身の教師が少なく、都市や町から来
た大学卒の教師の定着率の悪さ

④  教材、施設、什器の圧倒的な不足　中学校、
高校、寮の不足

⑤  ミャンマー語での進級試験があるため、落
第者が多い

　政府の統計によると、シャン州において小学
校に入学した生徒数 466,347名に対し中学に進
学した生徒は 38％（180,104名）。高校まで進
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学した生徒はわずか 9.9％（46,840名）である。
小学校に入学できない子どもを計算に入れる
と、非就学率はこれ以上の数値になる。（Statics 

Year Book The government of the republic of the 

Myanmar 2011　Ministry of national planning 

and economic development ）

図 2　5学年が一つの教室で勉強（PL村） 図 3　村が建てた竹製の校舎（NN村）

3.3.（3）PNOの教育計画
　PNOはパオ地域における教育の重要性を認
識しており、教育計画の実践者であり主導者で
ある。村の家庭一軒一軒に向けて教育の重要性
を問うとともに、村の責任で文具の調達まで行
うようにきめの細かい計画を策定し指導してい
る。
　それとともに環境や気候の変化が農業にもた
らす影響は大きく、今までのように農業だけで
食べていけない危機感が、教育と人材育成に対
する熱望と焦りを生んでいる。　
　パオ民族の「教育の決意」「行動計画」の宣
言からは、民族としての存続の悲願を教育にか
けていることを読み取ることができる。
「教育の決意」抜粋
　＊ パオ族は、教育発展を大切にする
　＊  団結し、責任感、決断力、協力すれば教

育の発展は成功すると、我らは信じる
「教育の行動計画」抜粋
　＊  村に一つの小学校、村落群に一つの中学

校、郡に一つの高校、を目指す
　＊  質の高い基礎教育のための、教育環境の

整備をそれぞれが責任持って行う

　これらの PNOの教育計画を見ると、PNOが
未来の民族の存続と繁栄のために、教育をいか
に重要視しているかが窺える。中央政府の施策
に受動的であるだけでは手遅れになり、PNO

の主体的な教育推進が必要と考えている。さら
に、民主化による近代社会の到来に備え、失わ
れつつある民族教育と民族のアイデンティティ
の保持のための目配りの必要性に大きな懸念を
感じていることが分かる。これらの課題を解決
するためには、国際協力の助けが必要であり、
しかしそれは近代化に向けての教育支援ではな
くパオ民族としての主体性を確保できる支援で
なければならない。

3.3.（4）パオ地域の国際協力の現状
　50年間以上に亘り社会主義下、軍事政権下
にあったミャンマーは、国際協力の開発支援を
行うに於いて、背景に困難で敏感な政治状況が
存在してきた。国家間の開発援助に関しては、
欧米のミャンマーに対する経済制裁もあり、ほ
ぼ行うことができない環境にあった。また、国
際協力活動だけでなく、外国人の入国やマスコ
ミ、ビジネスに関しても多くの制約が存在した。
特に辺境地域である少数民族の地域では、教育
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の現場に外国人の立ち入りを規制されており、
NGO活動は政府との MOU10締結の義務や活動
の監視が行われてきた。また、活動内容に関し
ても、移動制限や活動場所の限定や、政府のメ
リットとなるインフラ整備が指定されるなど自
由度は限られた。
　教育の分野の多くの困難な課題は、解決が難
しい状況が続いてきた。このような条件下にお
いても、NGOのもたらす国際協力が 1980年代
から少しずつ始められ、2011年の民政移管後
は更に活発になっている。南シャン州パオ地域
での NGOの教育支援には、2015年現在、7団
体（内 6団体が日本の NGO）11が活動を行っ
ている。
　（認定特定非営利活動法人）地球市民 ACTか
ながわ／ TPAK（以下 TPAK 本部横浜、会員数
600名）は、「与えるのではなく、立ち上がる
力を子ども達に」をスローガンに 1993年に設
立され、タイ、ミャンマー、インドで約 300件
の教育支援プロジェクトを手掛けてきた。パオ
地域では 2001年から 2016年までに 35件の教
育支援事業を行っている。

４．スクール・コミッティ・アプローチ
　マクロな経済や社会が変化すれば、真っ先に
翻弄されるのはミクロの人々である。ミャン
マーにおいて国の政治が大きく変化し社会が動
き出していく時に、ともすると取り残されてし
まうのは弱者である少数民族である。パオ族は
このことを理解し、教育を推進して中央との格
差を是正し、パオの若者が社会で活躍できる人
間となり、パオ地域の農業や産業を発展させ、
民族が繁栄することを願っている。このような
持続的な開発に必要なのは、地域全体のコミュ
ニティー参加である。そのためには「教育の開
発」を行うにあたって「参加型開発」の視点が
必要となる。この章では、パオ族の求めている
　1： 変化する社会の中における、パオ族の「ア

イデンティティを失わない村落の開発」
　2： パオ族の立ち遅れている「教育問題」の

解決

以上の 2つの課題を解決に導くための国際協力
のアプローチについて論じる。

４．１　�「参加型開発」から「スクール・コミッ
ティ・アプローチ」へ

　国際協力の開発現場における「コミュニ
ティー参加」の概念自体は決して新しいもの
ではない。近年開発手法の一つとして「参加型
開発」は脚光を浴び、主要な位置づけとなって
いる。その背景として、トップダウンの支援形
態からボトムアップへという開発理論の変化が
ある。開発活動における人々の参加の重要性は
様々な近年の開発手法を産み出した。
　しかし、本来の意義や目的について十分な理
解がないままに「住民参加」が進められると、
そのプロセスは形骸化する恐れも大きい。「参
加」という概念が「異なる状況において異なる
意味を与えられている」という指摘もあるよう
に、「住民参加」という言葉が特定の集団の利
益や目的（開発プロジェクトの推進など）を実
現するための有効な「道具」として、利用され
る危険性もはらんでいる。

４．２　�「スクール・コミッティ・アプローチ」
とは何か

　TPAKでは、ミャンマーでの教育支援に際し、
ミャンマー南シャン州の村落地域において従来
機能してきた「委員会」や「十人組」などの既
に村にある組織を「コミッティ」と位置づけ、
学校建設を行う委員会を「スクール・コミッ
ティ」とし、この「コミッティ」が主体となっ
た教育開発の手法を「スクール・コミッティ・
アプローチ」と名付けた。
　「スクール・コミッティ・アプローチ」では、
学校舎、寮、保育園舎などの教育施設の建設計
画に当たり、先ずコミュニティーが主導となる
組織であるスクール・コミッティを形成する。
その上で、INGOである TPAKが資金、運営補
助、情報の提供などの協働をする。さらに、村
人自身が農作物の供託などで建設資金を創出
し、実際の建設作業も可能な限りの範囲を村人
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の手で行う。このようにコミュニティー主導で
学校舎の建設に関与する極めて自立的・自律的
な「参加型開発」であり「内発的な開発」であ
り「人間開発」でもある。「スクール・コミッ
ティ・アプローチ」の開発は村全体の団結を高
めるだけでなく、学校舎の建設後はさらに様々
な形態の自律的村落開発へと持続的につながっ
ていく。

４．３　�「スクール・コミッティ・アプローチ」
の基本理念

　西川潤は、「今日のアジア諸国発展の新しい
方向性として、グローバル化の中で生き抜いて
いくためには、より人材養成に努め、教育訓練
など人づくりに力を入れていく方向である。」
と述べている。また「内発的発展とは、先ず第
一に単に外生的な発展の波に追随するのではな
く、自己固有の文化を重視した発展を実現して
いく自律的な考え方であり、第二に人間を含む
発展の主要な資源を地域内に求め、同時に地域
環境の保全を図っていく持続可能な発展であ
り、第三に地域レベルで住民が基本的必要を充
足していくと共に、発展過程に参加して自己
実現を図っていくような路線であると言ってよ
い。内発的発展は、したがって、民衆参加、自
律的な市民社会の興隆と不可分のものである。」　
（西川潤　2001 p.14）西川が論ずるように「ス
クール・コミッティ・アプローチ」は、パオの
地域において、自律的な考えと地域資源をもっ
て、地域環境を守りながら、地域住民が発展
過程に参加して自己実現を図っていける「アプ
ローチ」である。さらに、村の伝統文化、宗教、
習慣を尊重し、アイデンティティを保持する「ア
プローチ」である。
　そのために、TPAKは対等な信頼関係を築く

ための訪問とモニタリングを繰り返し、主体で
ある村人に寄り添う形で関与する。これは建設
が終了して INGOである TPAKの関与が終わっ
たあとに、さらに継続的な開発につなげるため
のアプローチである。

４．４　�「スクール・コミッティ・アプローチ」
のプロセス

4.4.（1）調整員としてのインフォーマント
　国際協力のプロジェクトを始める上で重要
とするのがインフォーマントの存在である。
TPAKに於いてのインフォーマントとは、単に
情報提供者であるだけでなく現地に精通し、現
地の言語を話し、現地の人々に信頼されている
人物であり、このような人物が見つかればイン
フォーマントとしての役割を超えて調整員とし
て雇用し、さらに信頼関係を醸成する。このよ
うなインフォーマントが見つからない場合は、
その地におけるプロジェクトの実施を諦めざる
を得ない。
　TPAKが調整員に求めるものは、その人物の
持つ資質である。その資質とは、弱者の側に立
つ人間であるか、村人の声に耳を傾けようとす
るか、環境保全や農や食の安全に理解があるか、
伝統文化宗教を尊重するか、そして利他の心を
持つかである。

4.4.（2）�「スクール・コミッティ・アプローチ」
のプロセス

　「スクール・コミッティ・アプローチ」のプ
ロセスは、上記のように調整員を雇用したあと、
学校舎建設終了後に政府の公認校としての認定
基準（表 2）を満たすことを前提にして開始さ
れる。具体的な作業段階は（図4）のようになる。 
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図 4　　「スクール・コミッティ・アプローチ」の作業段階

「スクール・コミッティ・アプローチ」によるプロジェクトの具体的な進行は、上に掲げる①～⑧の
作業段階を踏んで行われる。

（1）村での相談・申請　
村が僧侶、PNOに相談し、調整員を通し
TPAKに申請する。

　村には既に村人が竹で建設した小さな旧校舎
があるが老朽化している場合が多い。校舎はど
れも教室が 1つか 2つで低学年と高学年を黒板
で仕切って勉強する複式学級である。先生の人
数も足りず資格もないため、教科書を繰り返し
読む暗記教育である。
　村人や僧侶は長い間子ども達の教育を憂慮し
ており、政府の認定校になることを熱望して
いるが、村の財力では政府の基準（表 2）を満
たす校舎を建設することは到底かなわない。村
長らは、PNOの地域担当者から TPAKの協力
で完成した他村の学校舎の噂を聞き希望を感じ
る。担当者は PNO本部の教育担当者を通して
TPAK調整員に相談し、調整員は現地に行って
写真を撮り、現状を把握した上で調査票を作り
TPAK本部に連絡し申請する。

（2）�TPAKと村と僧侶との話し合い、ベース
ライン調査
TPAK本部担当者が渡緬して、案件の妥当
性について TPAK 調整員、PNO、僧侶を
交えて話し合いを行う。

　TPAK調整員が、PNOあるいは各村落のリー
ダーからの建設プロポーザルを受けたあと、日

本から TPAK本部担当者が直接村に入り、寺
の本堂で僧侶を交えた対話と協議の中からプロ
ジェクト案件のニーズの妥当性を探る。同時に
村自身が建設費用の捻出をどこまでできるかの
打診を行う。本部担当者は、村の概要や子ども
たちの状況、学校建設に向けての村のやる気、
などのベースライン調査を行い担当者は、この
案件を日本に持ち帰って理事会で協議する。妥
当と合議されれば助成金などの申請作業と共に
会員や一般からの寄付金やプロモーション活動
などの自主事業でファンドレイジングを開始す
る。

（3）スクール・コミッティの設立
スクール・コミッティが設立され、僧侶、
長老衆、村長、若人衆、調整員を交えて互
選で各役割を決定する。　

　資金調達が現実的なものとなると、TPAKは
村落においてスクール・コミッティの設立を要
請する。スクール・コミッティは、チェアマン（オ
カター）、副チェアマン（ドゥオカター）、事務
局長、会計、顧問など通常 7～ 10人で構成さ
れる。スクール・コミッティは、建設のすべて
の段階に関与し、寺の本堂において逐次会議の
場を持つ。
　スクール・コミッティの人選は、幼い頃から
寺院での仏事や村の引水番や安全警備、収穫、
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家の普請、などで結を作り、助け合って暮らし てきた人間関係のため潤滑に行われる。

図 5　寺での話し合い 図 6　K村のスクール・コミッティ

（4）調査・計画・予算
スクール・コミッティは、建設地の調査・
選定、設計、日程・工期、大工の選択、総
予算、村が負担する金額の予算の算定を行
う。

　政府の公認校となるためには、建設地は国の
基準に合わせて選定されなければならない。そ
の土地の法的な用途や名義などの作業は PNO

の地域担当者が書類作りを手伝う。日程は農繁
期を避け、僧侶が日柄（日本の大安のような）
を選んで段取りをする。雨期など季節よって工
期が大きく影響されるので、それを考慮に入れ
る。スクール・コミッティは、材料を調達する
情報を集め予算を立てる。

（5）資金調達
スクール・コミッティは、村の基金を設立
し村人に拠出金を要請する。
TPAKは、日本国内で寄付の依頼、助成団
体、企業などに助成金の申請を行う。

　村での建設資金の調達は、①既に村が供託を
行い集めていた資金を利用する場合、②新たに
スクール・コミッティ主導で供託を行い調達す
る場合、③村出身者で成功した人からの寄付を
受ける、④寺が貯蓄している資金を利用する、
の 4つの方法あるいは複合的な方法で行われ
る。供託はニンニクなどの収穫物を少しずつ出

しあい、集めて出荷し現金化する。通常、建設
費用の 15～ 25％を村自身が負担し、TPAKは
残りの金額を調達する。さらに、次項のような
村総出での基礎建設の共同作業により、大幅な
建設費の節約を行う。

（6）計画の実行　村全体での協働
基礎建設は、村人が総出で参加し作業する。
壁、屋根、左官、塗装などの部分は雇われ
た大工グループが住み込みで行う。

　基礎工事の整地、コンクリート流しなどは、
ほぼすべて村人の手で行われる。スクール・コ
ミッティは、村の各戸にそれぞれ基礎工事への
人員参加を呼びかける。
　山から木材の切り出しと運搬、川から土砂な
どの採取、コンクリートブロック作りなど、出
来る限りの資材は地域の資源から自分たちで調
達する。村人にできることは村人の協働で実施
され、ほぼ全員の村人が交代で参加し、その分
の人件費と材料費が節約される。
　土地の整備、コンクリートで基礎工事、柱の
設置などの共同作業が終わると、大工や建築の
職人が雇われて壁面、屋根、建具、左官、塗装
などの工事が始まる。スクール・コミッティは、
完成に至るまで建設行程の監視と手伝い、大工
や職人の寝泊まりする場所の提供、食事の面倒
を見る。
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（7）完成・落成式
TPAKは、本部スタッフと共に学生、一般
など 20人ほどのグループを結成し、落成
式に参加し共に祝う。村を上げての祭とな
る。

　学校舎が完成すると、TPAKは高校生大学生
一般など 20人ほどのグループ（スタディツアー
地球隊）を結成して落成式に参加する。第三者
の参加は、村にとっては外国について視野を広
げる機会ともなり、外部者の目を通して自分た
ちの達成と成功を評価される機会でもある。日
本からの参加者にとっては、国際協力を学ぶ貴
重な機会となる。

（8）�自律的な次のプロジェクトへ　建設終了後
のスクール・コミッティの働き
学校舎完成後、スクール・コミッティは自
主的に活動を続け、学校周辺の道路や橋
の整備などのインフラや、先生の世話をす
るグループの設立など、次の自律的なプロ
ジェクトの計画を立て、継続的に村落の開
発を進める。

　スクール・コミッティは、村で初めてのコン
クリート建ての大型建築物である学校舎を建設
し成功体験をしたことで、建設のノウハウと技
術を習得しただけでなく、子ども達のために学
校舎を完成させた自信と誇りを持ち、継続的に
村の開発に取り組んで行く。

筆者作成　　　　　　　

図 7　スクール・コミッティ・アプローチ　枠組み図

「スクール・コミッティ・アプローチ」枠組み図
　スクール・コミッティは、互選で選ばれた村人、寺の僧侶、TPAK調整員で構成され、INGOであ
る TPAKのサポートと資金協力を受けて村全体で協働し、学校舎の建設と教育環境の整備を自律的な
活動により行う。この成功経験が、村の男女、老人、子ども達に評価を受けて地域に影響していくこ
とにより、パオ族の村落だけでなく他の村落、他の民族社会にも影響を及ぼす。

４．５　�「スクール・コミッティ・アプロー
チ」のプロジェクト例

4.5.（1）�大学進学が可能になった女子寮建設
（PM村）

　自分の村に小学校しかない生徒にとって、中
学校に進学するためには遠距離を歩いて近隣の
村に通う必要がある。このため、ミャンマー全
体でも小学校から中学校への進学率は 48%で、

進学しても 22.7%が中学校を退学してしまう。
（ミャンマー政府教育省多角的教育研究報告
書 2013）さらに、高校は大きな村にしかなく、
男子は寺に寄宿する道が開けているが、仏教の
戒律で寺に寝泊まりできない女子の進学は難し
い。
　2009年に高校のある PM村に「スクール・
コミッティ・アプローチ」で女子寮を建設し、
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女子の中等・高等教育への道が開かれた。前章
で記述した「スクール・コミッティ・アプローチ」
のプロセスの各段階を踏み、遠隔地の村の女子
生徒のために 50人収容できる寮を TPAKと協
働して建設した。

4.5.（2）紛争地の子ども達のための寮（TH村）
　TPAKでは 2006年に、ホポン郡 NN村落に
学校建設のプロジェクトを予定したが、村が
シャン族の武装一派の襲撃を受け、焼き討ちに
あって学校建設を中止せざるを得なくなった。
これを聞いた TH村にスクール・コミッティが
作られ「スクール・コミッティ・アプローチ」
のプロセスの各段階を踏み、NN村の子供たち
のために 2007年に寮が建設された。

4.5.（3）保育園の建設（H村）
　H村は、2つの村からなる村落で、500戸
2300人と人口も多く大きな村を形成している。
村人は、幼い子どもを畑に連れて行くが、毒虫
に刺されたり、急な荒天になったりと事故も多
い。農繁期には年上の子どもに学校を休ませ子
守をさせていた。
　保育園は政府の認可もいらず、面積も小さい
ので TPAKが打診を受け一年たたずに完成し、
子ども達が集まってきた。

4.5.（4）�入植村の学校舎建設と自律的開発（M
村）

　M村は、政府が軍事利用するために強制立
ち退きを余儀なくされた村人のための入植村で
あり周辺の村に比べて貧しく、PNOからの依
頼で TPAKが学校舎建設の手伝いをすること
となった。スクール・コミッティが設立され計
画が立てられ、TPAKが資金提供して工事が始
まった。しかし食べることにも事欠く生活で村
人は教育への重要性を感じず、基礎工事も村人
の協力がなく難航したが、長引く工事の間に村
人は徐々に団結していった。「スクール・コミッ
ティ・アプローチ」の手法によって村全員の参
加も促すことにより村内のコミュニケーション

もとれるようになった。

５．�「スクール・コミッティ・アプローチ」
の検証と発展性

５．１　各村の検証
　前章、PM村での女子寮建設の結果、2015

年まで約 150人が卒業しそのうち 58名である
39％が大学に合格した。大学合格率の全国平均
は 30％であるから、辺境地にある少数民族地
域では今までなかった合格率である。大学合格
者の多くが教育大学に入学していることから、
今後はパオ族の教師が毎年輩出される。
　TH村のスクール・コミッティは、寮を建設
し紛争地の子ども達を受け入れ、生活全般の
面倒を見ている。これにより子ども達の故郷の
NN村、受け入れた TH村の両方にパオ族の同
胞として相互扶助の精神が強く根付いた。
　H村の保育園建設では、幼児を畑に連れて行
かずにすみ親は農作業に専念できる、危険から
幼児が回避できる、ミャンマー語のためのプレ
教育になる、年上の子どもの欠席率が減るなど
のたくさんのメリットがあることが分かった。
　M村は、多数の村から強制入植し人々の心が
ばらばらであったが、コミッティを中心に徐々
に村が団結し、教育から生まれる将来に希望を
持ち始めた。学校は基準を満たしたので政府の
公認校となり、資格を持った教師が 5人派遣さ
れ、コミッティ・メンバーが教師のための宿舎
を建てた。政府から教科書・教材が無料配布さ
れ、教育は格段に向上した。生活全般のサポー
トを受けている教師たちはコミッティに恩義を
感じ、補講や夜勉強など熱心に教育を行い、子
ども達の成績が上がってきた。校舎完成後に水
を引いてタンクを作り大きな学校菜園を開い
た。換金作物のウコンやサフランを作り、この
出荷で学校の経費だけではなく新しいインフラ
整備を行っている。国道まで直線道路を通した
ことで他村へのアクセスが良くなり、国道沿い
に市場を開設をして経済的にも潤ってきた。学
校建設で学んだ手法で、村の各住戸も竹の小屋
からブロック建ての家になり住環境も改善さ
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れ、繁栄していった。現在は中学校建設に意欲
を燃やしている。

５．２　内発的・持続的発展の例
　これらにあげた以外の村でも「スクール・コ
ミッティ・アプローチ」の建設の後に、下記の
ような自律的・内発的な村落開発の例を見るこ
とができる。
　•　 川に橋をかけ、対岸の村の子ども達の就
学の機会を作る

　•　 トイレ、水浴び場、水飲み場など学校設
備を拡張していく

　•　 寮、保育園、診療所建設を行いさらにコ
ミュニティー開発につなげる

　•　 電気、水道、などの村落全体のインフラ
を整備する

　このようにコミッティは精力的に活動し、教
育と村落の環境をさらに向上させている。教育
のインフラが整うと、他村の子どもを受け入れ
ることも考え、生徒寮の建設を行う村が出る。
こうして、さらに周辺の村に教育が波及し、地
域全体の子ども達の教育の機会が拡大する。

　これらの例からわかるように、「スクール・
コミッティ・アプローチ」において、コミッティ
が立ち上がり、村を上げての参加が行われたこ
とで、学校舎の建設だけでなく、村の未来を大
きく発展させ変革する結果が出ている。
　これらの「スクール・コミッティ・アプローチ」
から生まれる発展は、学校舎などの目に見える
発展だけではなく、自律的・持続的に村落の開
発を推進していく能力を生む精神的発展、すな
わち眼に見えない発展でもある。
　育成される人材は、教育を受けた子ども達だ
けでなく、コミッティ内部でも経験と情報を手
に入れた大人たちが、人材として育成されてい
く。このように、村の多岐にわたる発展ととも
に、スクール・コミッティ自身の成長が村の開
発を持続させていく。村落における「地域開発」
と「人間開発」が同時進行で行われていくこと
になる。
　これらの要素は、（図 10）に表すように、地
域全体の自律的、持続的な内発的発展につなが
り、他村や多民族に波及していく。

図 8　橋を架け隣接村に教育の機会を生む 図 9　トイレ、風呂場などを増設していく

５．３　�「スクール・コミッティ・アプローチ」
の効果

　「スクール・コミッティ・アプローチ」によ
る学校舎の完成により、パオ族の立ち遅れてい

た教育が著しく改善するだけでなく、地域全体
のアイデンティティを保ちながら地域の開発
につながることが検証された。また、このよう
な事例がパオ族の村落で何村か成功すればそれ
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は、広く地域に波及していく。

　「スクール・コミッティ・アプローチ」から、
村において下記のような効果が生まれる。
参加と協働：
老若が一緒に資金調達し、働くことによる
知恵と伝統の伝達と尊敬
村になかった建設の技術や外部情報を習得
し自立心が高まる

成功体験による自信と誇り：
協働して完成した学校舎がもたらす子ども
達の喜びと未来への希望
団結力、決断力、行動力が生まれ、自信と
誇りを持つ

教育と教師：
政府認定校となり教育の質が格段に向上、
子ども達の学力が上がる
高等教育に道が開け、教育大学に進学した
者が教師になって村に戻ってくる

子ども達にとって：
進学に対する希望が生まれる
村に対する愛着が生まれ、村が支えてくれ
る安心感と自負心を持つ

外からの影響：
閉塞的な村の社会における外部との接触、

情報と技術の流入
外部者の評価により、自分たち民族の価値
と誇りを自覚する

　このように、村の伝統文化、宗教、習慣を大
切にする「スクール・コミッティ・アプローチ」
によって建設された学校舎を通じて、コミッ
ティのメンバーたちに成功体験による自信と誇
りの気持ちが生まれた。団結することで完成し
た校舎に、充実とやりがいを感じ、それが新た
な意欲につながっていく。
　政府認定校となり、資格を持った正規の教師
の赴任で教育の質が格段に上がり、子ども達の
進学や将来に対する夢が開けてくる。これらの
変化で村全体の教育に対する意識が変り、新た
な意欲が生まれコミッティはさらに村落の開発
事業に自律的に着手していく。
　これらは、自律発展の内発的な原動力となり、
自己確認としてのアイデンティティの自覚につ
ながる。教育の開発である学校舎の建設を「ス
クール・コミッティ・アプローチ」により行う
ことが、民族のアイデンティティを確認する作
業にもなり、子ども達の教育を通じてこのアイ
デンティティを持続して行く効果となった。

筆者作成　　　　　　　　　　　

図 10　「スクール・コミッティ・アプローチ」のもたらす効果　概念図
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５．４　�「スクール・コミッティ・アプローチ」
の有効性

　この項では、「スクール・コミッティ・アプロー
チ」の有効性を、パオの求める 2つの課題の視
点から考察する。

第 1の視点からの考察：
変化する社会の中における、パオ族の「ア
イデンティティを失わない村落の開発」に
ついて「スクール・コミッティ・アプロー
チ」は有効か。

　変化するミャンマー社会において、寺と僧を
中心にパオ民族の持つアイデンティティの中　
核となる仏教を大切にする「スクール・コミッ
ティ・アプローチ」で行う国際協力が、パオの
社会にフィットする開発を行うことができる。
また、村が学校建設をきっかけにスクール・コ
ミッティを組織し、団結・協働することにより、
学校舎の建設後に村落全体のインフラ整備など
の開発への道を自律的、内発的に歩み出すこと
が検証された。
　以上のように、少数民族コミュニティーが、
その民族アイデンティティを損なわずに、地域
開発をしていくために「スクール・コミッティ・
アプローチ」は有効である。

第 2の視点からの考察：
「パオ族の立ち遅れている教育問題の解決」
に「スクール・コミッティ・アプローチ」
は有効か。

　前章では、南シャン州における「スクール・
コミッティ・アプローチ」で行った学校、寮、
保育園などの建設プロジェクト 4例を紹介し
た。
　寮建設の 2例においては、学校がない村の子
ども達に教育の機会が生まれた。その結果高等
教育への道が開け教師を目指すものが出現し、
今後の地域の教育の発展が期待される。
　学校舎建設の例では、政府の認定校となり教

育は大きく向上した。
　保育園建設では、複合的な課題が一挙に解決
された。PNOは民族政府の方針としてパオ地
域全体の保育園建設に着手し、各村での建設計
画推進に波及している。
　このように、「スクール・コミッティ・アプ
ローチ」における教育開発において、学校の現
場だけでなく、地域への波及、政府との関わり
や、高等教育までの支援が生まれることにより
さらに付加価値のある発展的な効果を上げるこ
とができた。
　校舎などの施設が建設され、教育自体と教育
に対する意識が同時に底上げされ、教育の重要
性の意識が醸成された。この意識は学校建設後
の内発的な地域開発につながった。これが他地
域にも波及し、民族を超えてミャンマー全体の
教育の格差を是正し、広く地域の開発の道を開
くきっかけとなった 12。
　民族の政府である PNOの教育政策に大きく
影響する結果となるだけでなく、概念図（図
10）にあるように、他村落や他民族波及すると
いう有効性と内発的発展性を産んだ。

６．国際協力の今後に向けて
　「スクール・コミッティ・アプローチ」は、
村の文化、宗教、伝統を尊重し、村人達が主役
のプロジェクトを行い、対等に話し合える信頼
関係を築くよう訪問とモニタリングを繰り返
し、コミッティが行う開発に INGOが寄り添う
形で関与することである。INGOは技術や情報
をもたらして触媒となり、途上地域の村の持つ
良い面を引き出し、プロジェクトが終了したあ
とに、村人が自分たちの文化、宗教、伝統を大
切にする自律的・内発的な開発を行っていく事
のできるよう見守る立場に立つアプローチであ
る。
　国際協力の途上地域における開発プログラム
はドナーがハンドルを取るのではなく、村が
主役であるべきなのは、既に多くの研究者や実
践者が言及している。しかし、実際の途上地域
での活動を通して諸機関、諸団体の活動を見る
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と、村落の意向よりもお金が優先し、ドナーの
采配でプロジェクトが進行していく様子を多数
のケースに見ることになる。
　これらのジレンマの解決の一つに、プロジェ
クトの規模を小さくするという方法がある。　
動く金額が小さければ小さいほど、ハンドリン
グの融通性は大きくなり、現地の事情に柔軟に
合わせることができる。反対に大きければ大き
いほどその鎖に拘束されるのである。国際協力
における「プロジェクト」は通常、期間や枠組
みが限定され制限のある活動であるが、小さな
「プロジェクト」を積み上げることにより現地
の内発的な力をつけ、村自身で開発への解決の
道づけを行っていける結果は、ミャンマーでの
「スクール・コミッティ・アプローチ」に留ま
らず TPAKが行ってきたタイ、インドの事例か
らも明らかである。教育などのソフト分野を含
む開発には、特にこのことがいえる。

　「スクール・コミッティ・アプローチ」を行
うための国際協力 NGOの役割とかかわり方を
まとめると、以下のようになる。
　•　 国際協力の机上論を優先させず、比較的
小規模な資金計画でプロジェクトを行う

　•　 村が主役という立場を明確にする
　•　 村の資金調達を前提条件とし、情報の開
示と合議を大切にする

　•　 地域全体の開発という長い目をもって目
標を設定する

　•　 子ども達や村人に評価されるプロジェク
トを行う

　以上のようなアプローチにおいて、ドナーで
ある NGOがけん引するのではない自律性を尊
重した国際協力が生まれる。
　また、「スクール・コミッティ・アプローチ」
の限界に関して述べれば、有効に機能させるた
めには、以下のような活動地の条件が求められ
るといえる。
　•　 該当する活動地域にコミュニティーの意
識が存在する

　•　 そのコミュニティーが共通の宗教観や価
値観を持つ

　•　 村人が、助け合いや他のために働く「公」
の意識を持つ　

　•　 既存の権力者ではない健全なリーダー格
になりうる存在がある

　•　 村落が、格差の少ない比較的小さな集団
である

　•　 宗教によるジェンダーなどの偏った制約
がない

　•　 極度の貧困でない

　本稿で取り上げたミャンマーの例でも、村が
仏教を中心にまとまるコミュニティーであった
ことが「スクール・コミッティ・アプローチ」
を円滑に運営させた一因といえる。

おわりに
　国際協力のなす支援は「開発」「近代化」へ
の働きかけではなく、地域の目線に合わせ村の
持つ良さを大切にし、「地域と人間」が同時に
「力」を獲得する行為でありたい。その結果、
村人自身によるアイデンティティを保持する
「良い方向」への「発展」に、NGOは触媒とし
て介在し「人々を中心に、主体的参加によって
人々の選択肢を広げる」ことができる。

　現在ミャンマーにおける、経済の発展は決し
て適正な速度と方向性とはいえないだろう。隣
国、ASEANの影響や、欧米、日本から殺到す
る経済投資などの変化の速度が、辺境地の少数
民族地域にもたらす影響は大きい。
　今まで閉ざされていた国が、民主化によって
開いたことで、経済の動きの活性化だけでは
なく、国際協力の支援プロジェクトもアジア各
国、欧米から殺到することが予想される。ミャ
ンマーの国自身も海外からの教育、医療、イン
フラなどの開発援助を望んでいる。これらの開
発がいたずらに「近代化」の道を進むのではな
く、人々の主体的活動から地域社会の変革に作
用していくためには、伝統文化、宗教、風習を
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大切にし、アイデンティティを保持することが
可能な国際協力が求められるであろう。
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注

1 OECDの開発援助委員会は 1989年に「1990

年代の開発協力」を発表して、90年代の開
発協力を主導する理念として「参加型開発
（Participatory Development）」を提唱した。参
加型開発とは、開発の受益層自身が開発の意志
決定プロセスに参加すること、そしてより公平
にその恩恵を受けることが含まれる。これは民
主的なシステムの確立と公平な分配を保証する
概念でもある。従って、この場合の参加は強者
の参加ではなく「弱者」の参加である。弱者と
は都市のエリートに対する農村の住民、男性に
対する女性、大人に対する子ども、支配民族に
対する少数民族や先住民族などである。『民衆と
共にある開発（Projects with People）』1991年

2 チェンバースは従来型のトップダウン・アプ
ローチの問題点を指摘した上で、住民のリアリ
ティを学ぶところから始めることが重要とし
た。

3 東南アジア諸国連合（Association of Southeast 

Asian Nations）1967年、タイ・インドネシア・
マレーシア・フィリピン・シンガポールの 5か
国によって設立された地域協力機構。1984年に
ブルネイが、1995年にベトナム、1997年にラ
オス、ミャンマー、1999年にカンボジアが加盟。
現在 10カ国が加盟。本部はジャカルタ。

4 旧首都ヤンゴンのシュエダゴンパゴダに象徴さ
れるように、上座部仏教が敬虔に信仰されてい
る。上座部仏教は、厳しい戒律の中から修行を
積み解脱を目指す。前 3世紀にスリランカから
伝わった南伝仏教。

5 国内総生産（こくないそうせいさん、英 :Gross 

Domestic Product、GDP）一定期間内に国内で
産み出された付加価値の総額のことである。一
国の国内の経済活動の規模や動向を総合的に示
す指標として用いられ、GDPの伸び率がいわゆ
る経済成長率に値する。  

6 国民総生産（GNP）や国内総生産（GDP）に反
映されない「人間的な生活の度合」を測る指数。 

7 ミャンマーでは王朝時代から寺子屋教育が盛ん
であり、日本と同様（幕末時代に 15,000か所あっ
たといわれる）識字率の高さはこれに所以する。
寺子屋は本来、寺の本堂などで仏教教育を中心
に識字教育を行っていたが、各教科を教える全
寮制のポンジーチャウン、女子のためのティラ
シンチャウンなども増加の傾向にある。また昨
今は政府の認定校バカーチャウンとして公教育
カリキュラムを取り入れ教育のレベルを上げて
いる学校も増加し、全国に 1560校ある。しか
し問題はほとんどが小学校のみで（1100校）中
学併設は 450校であり、高校併設校はわずか 2

校である。（MNPED Statistical Year Book2014） 
8 Local NGOに対して International NGO　外国か

らの国際協力を行う非政府組織
9 小学校 3・4年で、ミャンマー語、英語、算数、

理科、化学、ライフスキル
10 MEMORANDUM OF UNDERSTANDING ミャン

マー政府と INGO間の覚書
11 ① UNDP②スイス財団③セイダナー（日本財団）

④認定特定非営利活動法人地球市民の会⑤ミン
ガラーバ自涌の会⑥日本ミャンマー豊友会⑦認
定特定非営利活動法人地球市民 ACTかながわ /

TPAK
12 現在「スクール・コミッティ・アプローチ」手

法の学校建設は、シャン族、パラウン族の地域
でも行われている。
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